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事業内容・目

標達成状況

の振り返り

平成24年度実績は介護報酬の改定や施設整備による稼働の影響により全体で事業計画給付費を1.1ポイント上回る伸びとなる

が、要支援者に対する給付費の伸びは、介護(予防)認定率の抑制等により計画値より△4.1ポイント減少した。

改革改善

の考え方

①問題

点

第5期介護保険事業計画における介護給付費の適正な運営において過剰な介護給付費の抑制を図る必要がある。

②改革

提案

予防・支援事業の充実を始め、平成24年度に創設した高齢者住宅リフォーム助成事業との相乗効果により介護給付費の

抑制を行う。また、償還払いにおいて適切な事前審査を実施することで介護給付費の抑制に努める。

総事業費①+② 9,141,067 9,603,341 9,563,009

人件費計（千円）② 3,433 3,433

9,699,130

正規職員所要時間 960 960

臨時職員所要時間

一般財源 2,650,354 3,070,755 3,058,947

その他 2,933,019 2,784,383 2,772,170

起債 0 0 0

県支出金 1,334,935 1,413,331 1,393,513

国庫支出金 2,219,326 2,334,872 2,334,946

事業費計（千円）① 9,137,634 9,603,341 9,559,576 9,699,130 【国庫支出金】国（施設分給付費×15％･その他給

付費×20％）+財政調整交付金（給付費×5％・給

付率変動有）+県（施設分給付費×17.5％･その他

給付費×12.5％）【その他】支払基金交付金（給付

費×30％）+介護従事者処遇改善臨時特例基金繰

入金【一般財源】1号保険料（給付費×20％）+市

（給付費×12.5％）+介護給付費支払準備基金繰入

金

25年度予算額 特定財源内訳、補足

1,410,918

2,367,009

2,812,747

0

3,108,456

事業コスト 23年度決算額 24年度予算額 24年度決算額

24

年

度

事

業

内

容

①現物給付（通所ｻｰﾋﾞｽ・訪問ｻｰﾋﾞｽ・施設ｻｰﾋﾞｽ・短期入所ｻｰﾋﾞｽ・福祉

用具貸与・特定居宅入居者生活介護・居宅介護支援・特定入所者介護

ｻｰﾋﾞｽ費）：ｻｰﾋﾞｽ事業者が利用者の実績に応じて、国保連へ請求し、審

査の後、国保連を通じて、特会から給付費の支払いを行う。②償還払い

（福祉用具購入・住宅改修・高額介護ｻｰﾋﾞｽ費）：利用者が一旦全額を支

払った後に、市に申請し、審査の後に特会から利用者へ支払いを行う。③

高額医療合算介護ｻｰﾋﾞｽ費の支給：平成23年8月１日から平成24年７月31

日までの医療保険及び介護保険に係る自己負担額から高額医療合算介

護ｻｰﾋﾞｽ費を算定し、12月以降に一括で支給する。また、平成22年度分

（平成22年８月１日から平成23年７月31日までの分）で平成23年度に申請

されなかった分を平成24年度に支給。

介護ｻｰﾋﾞｽ費

介護予防ｻｰﾋﾞｽ費

審査支払手数料

高額介護ｻｰﾋﾞｽ費

合算高額医療介護ｻｰﾋﾞｽ

特定入所者ｻｰﾋﾞｽ費

---------------------

介護給付費　計

8,665,443,356

412,388,298

9,963,360

137,996,726

20,105,452

313,678,783

------------

9,559,575,975

事業内容 名称 活動指標

事

業

概

要

　介護保険のサービスは、利用者負担は原則１割で、残りの９割を介護保険特別会計より給付している。

　給付の財源の内訳は、40歳～64歳の方の保険料（H21～H23：30％、H24～：29％）、65歳以上の方の保険料（H21～H23：20％、H24～：

19％）、国・県・市の負担する公費（50％）で、介護が必要な方へのサービス給付を行う。

　給付方法は、現物給付が原則となっており、利用者は事業所へ利用料の１割を負担し、事業所は残りの９割を国民健康保険団体連合会

を経て介護特会へ請求し、国保連への審査支払い手数料についても、介護給付費として支出している。ただし、介護予防・居宅介護支援

サービスについては、10割を保険者で負担する。

　また、住宅改修費、福祉用具購入費、高額介護サービス費、高額合算医療・介護サービス費については、償還払いをしている。

目

標

種別 24年度実績 25年度計画

定性

目標

成果

指標

（介護給付費）決算額／事業計画給付費×100 100 101.1 100 100

101.1 100 100

指標名及び単位 24年度計画

成果

指標

（介護給付費）決算額／当初予算額×100 100

28年度見込み

介護保険サービス利用者数(人) 4023

意図（どういう状態

にするか）

制度の適正な運用により、必要な介護サービスが利用で

き、安心して暮らすことが出来る。

向上させたい上位施

策の成果指標

安心して暮らせている高齢者の割合

備考（指標変更など）

目

的

対象（誰・何を） 介護保険サービス利用者

対

象

指

標

指標名及び単位 24年度数値

施策 35 高齢者福祉の推進

基本計画上

の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

課等名 介護高齢課 係等名 介護保険係

事業種別 政策 開始 12 終了

事務事業名

会計 介護保険

介護保険特別会計　介護給付費審査支払い業務

35 事業№ 14 35平成24年度事務事業実績評価表【政策・経常共通】 政策№ 3 施策№


